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１．はじめに
日系多国籍企業の海外 R&D 活動は，1980 年代
半ばから終盤に掛けて活発化したと言える








































1980 年代半ばから順調に拡大してきた日系多国籍企業の海外 R&D 活動であるが，現在に至るまで，多数の拠点統
廃合や海外 R&D 活動からの撤退例が観察される。本稿では，これまでに筆者が収集したデータを利用して，日系多
国籍企業の海外 R&D 拠点生存分析を行った。この結果，現地拠点の世界市場志向性や日本側本社への技術依存性は，
海外 R&D 拠点の生存確率を高める要因である事が判明した。他方，事業部系 R&D 拠点であると，生存確率が低下
する傾向にあった。スウェーデン多国籍企業を対象として分析を行った Håkanson & Kappen（2016）の結果と比較
すると，世界市場志向性が生存確率を高める要因として共通していた。
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ず，1988 年に設置された海外 R&D 拠点の数は
36 カ所となっていた。1992 年の調査では，1987




1980 年代後半に設置された海外 R&D 拠点で，
2000 年代までに廃止・閉鎖された実際の事例と
して，神戸製鋼所の海外研究所が挙げられる。神戸
製鋼所は 1988 年に英国ロンドン，1989 年に米国
ノースカロライナに研究所を開設し，日米欧の三
極 R&D 体制を構築した（日経産業新聞 1989 年 3
月 2 日）。しかしながら，両研究所とも 1999 年 3 月
末には所期の目的が達せられたとして，研究機能
が廃止されてしまう（同社プレスリリース 1999
年 1 月 28 日）。また，1989 年に設置された日本電




った NEC USA C&C Research Laboratories と
統合され NEC Laboratories America, Inc. とな
る（日経産業新聞 2002 年 9 月 26 日）。最近では，
第一三共がインドにある研究子会社の Daiichi 
Sankyo India Pharma Private Limited（DSIN）
の閉鎖を 2017 年 1 月に発表している（同社プレ
スリリース 2017 年 1 月 10 日）。同様に，日本電
気は欧州の研究拠点である NEC Laboratories 
Europe（NEC Europe Ltd.の傘下組織だった）を，
NEC Laboratories Europe GmbH として現地法
人化する再編を行っている（NEC Europe Ltd
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生存可能性といった面に焦点を当てた研究は極め

































調査に回答した 140 社のうち，延べ 29 社が海外
R&D 活動の撤退を経験していた。また，訪問調
査に応じて頂いた 7 社のうち，3 社が何らかの形
で海外 R&D 拠点の統廃合を経験していた。第三
のデータは 2006 年に調査票・訪問調査によって








現地 R&D 拠点データの『2014 年 DATA』である。




















1991 年 DATA 2003 年 DATA 2006 年 DATA 2014 年 DATA
調査対象 現地拠点 日本親会社 現地拠点 現地拠点
公開・統計データ 474 拠点 － － －
調査票調査データ － 140 社 69 拠点 83 拠点




































選択肢 アジア地域 比率 北米地域 比率 欧州地域 比率 その他地域 比率
あり 8 5.7% 14 10.0% 7 5.0% 0 0.0%
なし 119 85.0% 113 80.7% 120 85.7% 127 90.7%
無効回答 13 9.3% 13 9.3% 13 9.3% 13 9.3%
合計 140 100.0% 140 100.0% 140 100.0% 140 100.0%
出所：安田（2018b）。
表３　海外 R&D活動撤退理由（重要度の高い順）
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DATA』を用いた分析結果について改めて述べ




『2006 年 DATA』の海外 R&D 拠点生存状況は，
表 4 に示すとおりである。R&D 実施と回答した
























医薬品 電気機器 自動車・部品 その他 合計
中国 0 3 1 1（1） 5（1）
中国以外アジア 0 4（1） 1 0 5（1）
北米 5 3（2） 5 6（1） 19（3）
欧州 2 7（3） 2 1 12（3）
その他 0 0 0 2 2



























































surv_month 2006 年 1 月からの生存月数（2017 年 12 月まで）
bus_dum
（仮設 1）






















している」「我々の R&D テーマは我々自身で決定されている」の回答結果（5 段階リカートスケール）
合計値
sub_age 調査票質問項目拠点設立年から算出した拠点年齢に自然対数をとった値（2006 年設立を 1 年目とした）
sub_scl 調査票質問項目拠点人数の回答結果に自然対数をとった値
rsubsi 日本側親会社の海外現地法人数 2005 年から 2016 年までの増減率
ruspat 日本側親会社の（2006 年 -2017 年米国特許取得件数）÷（2006 年 -2017 年国内特許出願件数）
出所：表 4 に同じ。
表７　各変数の相関係数
surv_m~h loc_emb jpn_tec integra loc_aut bus_dum wr_mkt sub_age sub_scl rsubsi ruspat
surv_month 1.000 
   loc_emb 0.122 1.000 
   jpn_tec 0.077 －0.438 1.000 
   integra 0.094 0.295 0.005 1.000 
   loc_aut －0.030 0.478 －0.396 0.252 1.000 
   bus_dum －0.442 －0.261 0.050 －0.101 0.031 1.000 
    wr_mkt 0.237 0.001 －0.019 0.109 －0.001 0.036 1.000 
   sub_age 0.099 0.120 －0.294 －0.015 －0.008 －0.183 －0.041 1.000
   sub_scl 0.032 0.381 －0.407 0.019 0.061 －0.046 －0.033 0.298 1.000
    rsubsi 0.263 －0.126 0.015 －0.110 0.069 －0.031 0.119 －0.019 0.031 1.000
    ruspat 0.120 0.253 0.035 0.599 0.165 －0.061 0.311 -0.077 0.046 －0.139 1.0000
出所：表 4 に同じ。
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度」は Håkanson & Kappen （2016）で生存可能
表８　重回帰分析結果
トービット・モデル Cox 比例ハザードモデル
（1） （2） （3） （4） （5） （6）
loc_emb    5.38    4.33    0.98 1.04
         （9.44）   （9.71）   （0.20）   （0.22）
jpn_tec   46.94c            46.36c    0.52        0.52
        （24.29）           （24.04）   （0.28）         （0.27）
integra   14.12   14.00    14.39    0.76    0.65   0.76
        （17.63）  （17.48）   （16.84）  （0.37）  （0.34）  （0.36）
loc_aut    3.45 －4.69     5.02    0.96   1.18   0.97
        （10.00）   （9.16）    （9.56）  （0.27）  （0.26）  （0.27）
bus_dum －211.85b －130.40b －219.29b   85.30a  50.90b  88.83a
        （87.41）  （58.91）   （86.42） （141.80） （81.72） （144.14）
 wr_mkt  254.70b  120.20   258.43c    0.01c   0.07   0.01c
       （121.84）  （78.91） （122.95）   （0.03）  （0.12）  （0.03）
sub_age    1.78   -0.25     4.91    1.18    1.09    1.14
        （38.07）  （35.03）   （35.72）   （1.21）   （1.03）   （1.11）
sub_scl   36.81    8.15    40.27c    0.51    0.69    0.51
        （23.95）  （18.74）   （23.46）  （0.25）   （0.26）   （0.24） 
 rsubsi   99.46b   77.47c    97.56b   0.04b    0.03b    0.03b
        （48.64）  （45.09）   （47.88）  （0.05）   （0.05）  （0.05）
 ruspat  -61.70   －8.57  －59.62   2.11    0.29   2.01
        （72.97） （102.12）   （73.04）  （4.84）   （0.80）   （4.78）
  _cons －165.34  131.14 －176.05
（178.06） （124.60） （178.95）
Log likelihood －50.17 －53.54 －50.34 －17.82 －18.79 －17.83
LR chi2  23.43  16.68 23.08  22.41  20.48  22.40
Prob > chi2   0.01   0.05 0.01   0.01   0.02   0.01
Pseudo R2   0.19   0.13 0.19
VIF 平均値 1.52 1.43 1.38














































R&D 拠点と事業部系 R&D 拠点の生存曲線であ
図２　カプランマイヤー法による事業部系 R&D拠点の生存曲線
出所：表 4 に同じ。
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る。LR 検定の結果，明らかな有意差が認められ





















































田 2017; 安田 2018a,2018b）が存在する以外，極
めて限定的である。
今回の分析結果を唯一の本格的な先行研究であ


















た Kurokawa, et al.（2007）では，高い自律性が
拠点のパフォーマンスに好影響を及ぼすことが報

























とも言える（安田 ･ 長平 , 2016a）。
























浅川和宏 （2011）.『グローバル R&D マネジメント』，慶
應義塾大学出版会．
Boutellier, R., Gassmann, O. & von Zedtwitz, M. （Eds.）. 
（2008）. Managing Global Innovation, 3rd Edition,  
Heidelberg: Springer.
Håkanson, L. & Kappen, P. （2016）. Live and let die: A 
survival analysis of foreign R&D units in Swedish 





Kurokawa, S. & Iwata, S. & Roberts, E. （2007）. Global 
R&D activities of Japanese MNCs in the US: A 
triangulation approach, Research Policy, 36（1）, 
3-36.
Odagiri, H. & Yasuda, H. （1996）. The determinants of 
overseas R&D by Japanese firms: an empirical 
study at the industry and company levels. Research 
Policy, 25（7）, 1059-1079. 
Odagiri , H. & Yasuda, H. （1997）.  Overseas R&D 
Activities of Japanese Firms. In A.Goto & H.Odagiri 
（Eds.）, Innovation in Japan . （pp.204-228） Oxford: 
Clarendon Press.
S e r ap i o , M . G . & Haya sh i , T . （Eds .）. （2004）. 
Internationalization of Research and Development 
























日系多国籍企業の海外 R&D 拠点生存可能性に関する研究 453
ローバル・イノベーションに関する網羅的な研究とし
て、浅川（2011）; 岩田（2007）; 金（2015）; 椙山（2009）
; 若杉・伊藤（2011）等がある。Serapio & Hayashi 
[eds.]（2004）と Boutellier, et al. [eds.] （2008）は、
日系多国籍企業だけではなく、R&D 国際化に関する
トピックを網羅的に取り上げている。
（3）詳細な検討は安田（2018a）で行っている。
（4）繰り返しになるが、この DATA を用いた詳細な検討
は安田（2018a）で行った。
（5）Cox 比例ハザードモデルの推定結果は、変数の値が 1
より小さければ生存確率が高まることを意味する。他
方、1 より大きい場合、生存確率を押し下げる効果を
意味する。
（6）安田・長平（2016b）等。

